2009年1月臨時会　森脇ひさき県議の討論

　私は、本議会に提案された二議案に賛成いたしますが、一言意見を述べさせていただきたいと思います。

　大晦日から年をまたぎ、東京・日比谷公園に開設された「年越し派遣村」には、いわゆる「派遣切り」などで職を奪われ、住まいを失った人たち500人が集まりました。岡山県でも、住まいを失いハローワークを通じて雇用促進住宅の一時入居を決めた方があっという間に200人近くになっています。それもできず、この冬の寒空の下で野宿生活をせざるをえない方もいるようです。さらに、高校生や大学生の内定取り消しも大きな問題となっています。

こういう深刻な事態にどう対処するか、政治のあり方が問われています。政府提案の雇用・暮らしの対策はどうでしょうか。金額の面では、第二次補正予算案の総額4兆8000億円のうち、雇用対策は1600億円、わずか3.3％に過ぎず、仕事を奪われ、住居も失った大量の労働者の救済に見合った規模でも、内容でもないし、すさまじい勢いで深刻な事態が広がっているのに、まったくそれに追いついていないと言わざるを得ません。
このたび実施しようとしている岡山県の対策は、これまで私たちも、県民のみなさんも求めてきたものも含まれておりますし、また、県独自の対策もあり、一定の評価はできます。しかし、総額109億4000万円のうち、雇用創出等は7556万円、全体のわずか0.65％です。他の項目にも雇用にかかわる事業があり、それを加味してもあまりにも少ないと言わなければなりません。
18日付の山陽新聞「山陽時評」には、早稲田大学の天児慧（あまこ・さとし）教授が「雇用創出こそ地方経済再生のカギ」と題する論説を書かれています。「経済成長のための合理化も、景気刺激策も、普通の人々の働く場があり、生活が保障されていて初めて効果が出る」「発想を転換して雇用拡大を図ることが重要である」「これまでのような道路や公共施設の建設などで雇用刺激を図ることはできない」としています。傾聴に値するのではないでしょうか。
そもそも現在起こっている大量の雇い止め・解雇は、労働法制の規制緩和、派遣労働の自由化のなかで起こっているものです。また、財界・大企業のいいなりになった外需頼みの経済運営がもたらしたものです。それは、自然災害でも、自己責任でもなく、まさに「政治災害」です。生活と住居と就職のあらゆる支援を、政治の責任で、最優先でおこなうべき問題です。私は、さらなる雇用創出策を講じるよう強く求めます。

年度末に向けてさらに大量の雇い止め・解雇も危惧されます。仕事も住居も奪われ、やっとの思いで「年越し派遣村」にたどりついた方々が、「やっと暖かいご飯を食べられた」「これほど人の情けを感じたことはない」と語っていると報じられています。いま行政がその役割を果たすべきです。県や市町村の窓口を訪ねた人々から、「岡山に居てよかった」と言ってもらえるような対策を講じていただきたいと思いますし、「行政からも見放された」と思わせるようなことは絶対にあってはならないということを強調しておきます。

具体的には、①的確な対応ができるよう市長村や県の窓口応対者の研修をおこなうこと、少なくとも自己責任でないこと、相談者の気持ちによりそった対応をすることを徹底するべきです。②生活福祉資金貸付の要件緩和や利子補給をおこなうなど利用しやすい制度にすること、これによって生活再建・自立に向けた活動が開始できるというのが「年越し派遣村」の教訓の一つです。③生活保護決定の迅速かつ柔軟な対応をおこなうこと、④一時避難所および十分な住宅を確保すること、⑤生活保障付の職業訓練を増やすとともに、安定的な雇用を確保すること、高校生や大学生の内定取り消しはただちに中止させること、そのために中小企業への支援策を実施すること、⑥解雇にいたらなくとも収入が激減した労働者や自営業者も含めて、年金や健康保険料、保育料や授業料などに対する減免制度を充実させ、周知徹底をはかること等々、きめ細かな対応を求めます。

何はともあれ、このような問題を起こさせないようにすることが最大の対策です。厚生労働省の12月時点の調査では、3月までに雇い止めとなる非正規労働者は8万5千人とされています。このうち86％が派遣労働者と期間工、95％が製造業での雇い止めです。大企業はこの10年間、莫大な内部留保を溜め込んでおり、株主への配当も高い水準のままです。これらを維持しながら、労働者だけに景気悪化のシワ寄せをするというのはいかがなものでしょうか。大企業は雇用を維持する十分な体力があり、社会的責任もあります。これ以上の解雇・雇い止めをおこなわせないよう、国が大企業に対して監督・指導の権限を発揮すること、必要な立法措置を講じることなど、県としても強く国に求めるよう要請します。同時に、安易な解雇を野放しにしている「労働者派遣法」を抜本的に見直すよう求めます。

さらに、中小企業への制度融資の拡充、公共事業の増額などについては評価しますが、危惧されている貸し渋り、貸しはがしの監視と対策をさらに強めることを求めます。また、正規雇用を増やしたり、雇用を維持してがんばっている中小企業への奨励金制度も検討してはどうでしょうか。

以上、意見を申し上げて討論とします。

